
申請方法別の必要書類一覧表（法人の場合）

申請方法別に以下のチェックリストを参照し、必要書類を確認してください。

必要書類（通常、2019年新規創業特例、季節性収入特例）

□ 対象月の属する事業年度の直前の事業年度の各月の売上高を示した法人事業概況説明書及び確定申告書別表一の写し

　※確定申告書は税務署の受付がわかるもの

　※2019年創業の場合は2019年中全ての事業収入がわかるもの

　※季節性収入の場合で基準期間が複数の事業年度にわたる場合は当該年度分全ての提出が必要

　※季節性収入の場合は法人事業概況説明書に月次の事業収入の記載が必要

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（直前の確定申告が完了していない場合）

□ 対象月の属する事業年度の 2 事業年度前の事業年度の確定申告書類の控え　又は　対象月の属する事業年度の直前の事業

年度の確定申告で申告した又は申告予定の月次の事業収入を証明できる書類であって、税理士による記名押印がなされた

もの

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（合併特例）

□ 合併前の法人それぞれの2019年の各月の売上高を示した法人事業概況説明書及び確定申告書別表一の写し

　※確定申告書は税務署の受付がわかるもの

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（連結納税特例）

□ 連結法人税の個別帰属額等の届出書と対象月の属する事業年度の直前の事業年度の各月の売上高を示した法人事業概況説

明書の写し

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書



必要書類（罹災特例）

□ 罹災証明書等発行日の前事業年度の各月の売上高を示した法人事業概況説明書及び確定申告書別表一の写し

　※確定申告書は税務署の受付がわかるもの

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 2018年又は2019年発行の罹災証明書等

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（法人成り特例）

□ 個人事業者として提出した2019年の確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控えで税務署の受付がわかるもの

の写し

　※白色申告の場合は確定申告第一表の控えのみ

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 法人設立届出書の写し

□ 個人事業の開業・廃業届出書の写し

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（NPO、公益法人）

□ 対象月の属する事業年度の直前の事業年度の年間収入がわかるもの

　※例えば、学校法人においては事業活動収支計算書、社会福祉法人においては事業活動計算書、公益財団法人・公益社

団法人であれば正味財産増減計算書等の根拠法令等において作成が義務づけられている書類であり、収入がわかるもの又

はこれに類するもの

□ 2020年1月から12月までの売上高を示した書類（売上台帳等）

□ 履歴事項証明書又は根拠法令に基づき公益法人等の設立について公的機関に認可等されていることがわかる書類等

　※履歴事項証明書は申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書

必要書類（2020年新規創業特例）

□ 2020 年の法人を設立した日の属する月から2020年12月までの事業収入が記載されており、税理士による記名押印のうえ

確認を得た書類（様式は任意）

□ 履歴事項全部証明書の写し　※申請日より3ヵ月以内に発行されたもの

□ 申請者名義の通帳の写し（金融機関名、支店名、支店コード、口座番号、口座名義人がわかるもの）

□ 債権者登録申出書兼口座振込申出書


